
�愛媛県規則第１１号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則及び愛媛県核燃料税条例
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平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県税賦課徴収条例施行規則及び愛媛県核燃料税

条例施行規則の一部を改正する規則

（愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部改正）

第１条 愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県

規則第３８号）の一部を次のように改正する。

第１号様式１�裏注意２中「賦課につき」を「この賦課に
ついて」に、「知事」を「愛媛県知事」に、「審査の請求

」を「審査請求」に改め、同様式１�裏注意に次のように加
える。

３ この賦課の取消しの訴えは、２の審査請求に対する

裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の翌日から

起算して６箇月以内に愛媛県を被告として（愛媛県知

事が被告の代表者となります。）提起することができ

ます。ただし、次のアからウまでのいずれかに該当す

るときは、当該裁決を経ないで賦課の取消しの訴えを

提起することができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても裁決

がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著

しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由がある

とき。

第１号様式２�裏注意２中「賦課につき」を「この賦課に
ついて」に、「知事」を「愛媛県知事」に、「審査の請求

」を「審査請求」に改め、同様式２�裏注意に次のように加
える。

３ この賦課の取消しの訴えは、２の審査請求に対する

裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の翌日から

起算して６箇月以内に愛媛県を被告として（愛媛県知

事が被告の代表者となります。）提起することができ

ます。ただし、次のアからウまでのいずれかに該当す

るときは、当該裁決を経ないで賦課の取消しの訴えを

提起することができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても裁決

がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著

しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由がある

とき。

第１号様式３�裏中
「

納付の場所

・指定金融機関
・指定代理金融機関

・収納代理金融機関

・愛媛県、徳島県、香川県及び高知県の各県内に所在する郵
便局

・地方局

を

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社

� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県県税賦課徴収条例施行規則及び愛媛県核燃料税条例施

行規則の一部を改正する規則………………………………………３０３

○ 愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則……３０７

告 示

○ 新たな土地改良事業の施行の認可（７件）………………………３０８

○ 土地改良事業の計画の変更の関係書類の縦覧（２件）…………３０８

○ 土地改良区営土地改良事業の換地処分……………………………３０９

○ 保安林予定森林にする旨の通知……………………………………３０９

○ 解除予定保安林にする旨の通知……………………………………３１０

○ 保安林予定森林………………………………………………………３１０

○ 付保義務の発生………………………………………………………３１０

○ 付保義務の消滅………………………………………………………３１１

○ 廃川敷地等の発生……………………………………………………３１１

○ 公有水面埋立免許……………………………………………………３１１

○ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定……………３１２

○ 道路の区域変更（県道壬生川新居浜野田線）……………………３１２

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………３１３

○ 道路の区域変更（一般国道３１９号）………………………………３１３

○ 都市計画事業の事業計画の変更認可………………………………３１３

○ 愛媛県証紙売りさばき人指定の取消し……………………………３１３

○ 愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更………………３１３

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告…………………３１５

人事委員会規則

○ 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する

規則……………………………………………………………………３１５

公安委員会規則

○ 古物営業法施行細則の一部を改正する規則………………………３１６

公安委員会告示

○ 運転免許取得者教育の認定…………………………………………３２４

選挙管理委員会告示

○ 直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数………………３２５

任 免 辞 令

○ 白石 憲二……………………………………………………………３２５

規 則

毎週（火・金）曜日発行 第１６４３号 平成１７年３月２２日

平成１７年３月２２日火曜日 第１６４３号

愛 媛 県 報

３０３



注 意
１ 納期限までに納付しなかつた場合において、税額が２，０００円以上であ
るときは、納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該税
額（１，０００円未満の端数は、切り捨てる。）に対し年１４．６パーセント（
納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年 パーセ
ント）の割合で計算した延滞金額を加算して納付しなければなりません
。計算して得た額に１００円未満の端数がある場合又は全額が１，０００円未
満である場合は、これを切り捨ててください。

２ 賦課につき不服がある場合には、この納税通知を受けた日の翌日から
起算して６０日以内に知事に審査の請求をすることができます。 」

「

納
付
の
場
所

・指定金融機関
・指定代理金融機関

・収納代理金融機関

・愛媛県、徳島県、香川県及び高知県の各県内に所在する郵便局
・地方局

注

意

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、税額が２，０００円以上
であるときは、納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ
、当該税額（１，０００円未満の端数は、切り捨てる。）に対し年１４．６
パーセント（納期限の翌日から１月を経過する日までの期間につい
ては、年 パーセント）の割合で計算した延滞金額を加算して納付
しなければなりません。計算して得た額に１００円未満の端数がある
場合又は全額が１，０００円未満である場合は、これを切り捨ててくだ
さい。

２ この賦課について不服がある場合には、この納税通知を受けた日
の翌日から起算して６０日以内に愛媛県知事に審査請求をすることが
できます。

３ この賦課の取消しの訴えは、２の審査請求に対する裁決を経た後
、その裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に愛媛
県を被告として（愛媛県知事が被告の代表者となります。）提起す
ることができます。ただし、次のアからウまでのいずれかに該当す
るときは、当該裁決を経ないで賦課の取消しの訴えを提起すること
ができます。
ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても裁決がないとき。
イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避
けるため緊急の必要があるとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

に

」

改め、同様式４�裏注意２中「賦課につき」を「この賦課に
ついて」に、「知事」を「愛媛県知事」に、「審査の請求

」を「審査請求」に改め、同様式４�裏注意に次のように加
える。

３ この賦課の取消しの訴えは、２の審査請求に対する

裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の翌日から

起算して６箇月以内に愛媛県を被告として（愛媛県知

事が被告の代表者となります。）提起することができ

ます。ただし、次のアからウまでのいずれかに該当す

るときは、当該裁決を経ないで賦課の取消しの訴えを

提起することができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても裁決

がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著

しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由がある

とき。

第１号様式５注意２中「賦課につき」を「この賦課につ

いて」に、「知事」を「愛媛県知事」に、「審査の請求」

を「審査請求」に改め、同様式５注意中３を４とし、２の

次に次のように加える。

３ この賦課の取消しの訴えは、２の審査請求に対する

裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の翌日から

起算して６箇月以内に愛媛県を被告として（愛媛県知

事が被告の代表者となります。）提起することができ

ます。ただし、次のアからウまでのいずれかに該当す

るときは、当該裁決を経ないで賦課の取消しの訴えを

提起することができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても裁決

がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著

しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由がある

とき。

第１号様式６�裏注意２中「賦課につき」を「この賦課に
ついて」に、「知事」を「愛媛県知事」に、「審査の請求

」を「審査請求」に改め、同様式６�裏注意中３を４とし、
２の次に次のように加える。

３ この賦課の取消しの訴えは、２の審査請求に対する

裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の翌日から

起算して６箇月以内に愛媛県を被告として（愛媛県知

事が被告の代表者となります。）提起することができ

ます。ただし、次のアからウまでのいずれかに該当す

るときは、当該裁決を経ないで賦課の取消しの訴えを

提起することができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても裁決

がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著

しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由がある

とき。

第３号様式注意中「知事」を「愛媛県知事」に、「審査

の請求」を「審査請求」に改め、同様式注意を同様式注意

１とし、同様式注意に次のように加える。

２ この通知の取消しの訴えは、１の審査請求に対

する裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６箇月以内に愛媛県を被告とし

て（愛媛県知事が被告の代表者となります。）提

起することができます。ただし、次のアからウま

でのいずれかに該当するときは、当該裁決を経な

いで通知の取消しの訴えを提起することができま

す。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても

裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ず

る著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由が

あるとき。

第４号様式注意２中「知事」を「愛媛県知事」に、「審

査の請求」を「審査請求」に改め、同様式注意に次のよう

に加える。

３ この催告の取消しの訴えは、２の審査請求に

対する裁決を経た後、その裁決の送達を受けた

日の翌日から起算して６箇月以内に愛媛県を被

告として（愛媛県知事が被告の代表者となりま

す。）提起することができます。ただし、次の

アからウまでのいずれかに該当するときは、当

該裁決を経ないで催告の取消しの訴えを提起す
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ることができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過して

も裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生

ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ

るとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由

があるとき。

第５号様式注意中「知事」を「愛媛県知事」に、「審査

の請求」を「審査請求」に改め、同様式注意を同様式注意

１とし、同様式注意に次のように加える。

２ この処分の取消しの訴えは、１の審査請求に対

する裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６箇月以内に愛媛県を被告とし

て（愛媛県知事が被告の代表者となります。）提

起することができます。ただし、次のアからウま

でのいずれかに該当するときは、当該裁決を経な

いで処分の取消しの訴えを提起することができま

す。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても

裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ず

る著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由が

あるとき。

第６号様式１注意中「知事」を「愛媛県知事」に、「審

査の請求」を「審査請求」に改め、同様式１注意を同様式

１注意１とし、同様式１注意に次のように加える。

２ この処分の取消しの訴えは、１の審査請求に対

する裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６箇月以内に愛媛県を被告とし

て（愛媛県知事が被告の代表者となります。）提

起することができます。ただし、次のアからウま

でのいずれかに該当するときは、当該裁決を経な

いで処分の取消しの訴えを提起することができま

す。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても

裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ず

る著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由が

あるとき。

第６号様式２注意中「知事」を「愛媛県知事」に、「審

査の請求」を「審査請求」に改め、同様式２注意を同様式

２注意１とし、同様式２注意に次のように加える。

２ この処分の取消しの訴えは、１の審査請求に対

する裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６箇月以内に愛媛県を被告とし

て（愛媛県知事が被告の代表者となります。）提

起することができます。ただし、次のアからウま

でのいずれかに該当するときは、当該裁決を経な

いで処分の取消しの訴えを提起することができま

す。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても

裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ず

る著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由が

あるとき。

第７号様式�裏（注意）１中「知事」を「愛媛県知事」に
、「審査の請求」を「審査請求」に改め、同様式�裏（注意
）中３を４とし、２を３とし、１の次に次のように加える

。

２ この処分の取消しの訴えは、１の審査請求に

対する裁決を経た後、その裁決の送達を受けた

日の翌日から起算して６箇月以内に愛媛県を被

告として（愛媛県知事が被告の代表者となりま

す。）提起することができます。ただし、次の

アからウまでのいずれかに該当するときは、当

該裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起す

ることができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過して

も裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生

ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ

るとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由

があるとき。

第８号様式注意中「知事」を「愛媛県知事」に、「審査

の請求」を「審査請求」に改め、同様式注意を同様式注意

１とし、同様式注意に次のように加える。

２ この充当の取消しの訴えは、１の審査請求に対

する裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６箇月以内に愛媛県を被告とし

て（愛媛県知事が被告の代表者となります。）提

起することができます。ただし、次のアからウま

でのいずれかに該当するときは、当該裁決を経な

いで充当の取消しの訴えを提起することができま

す。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても

裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ず

る著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由が

あるとき。

第９号様式注意３中「知事」を「愛媛県知事」に、「審

査の請求」を「審査請求」に改め、同様式注意に次のよう

に加える。

４ この督促の取消しの訴えは、３の審査請求に対す

る裁決を経た後、その裁決の送達を受けた日の翌日

から起算して６箇月以内に愛媛県を被告として（愛

媛県知事が被告の代表者となります。）提起するこ
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とができます。ただし、次のアからウまでのいずれ

かに該当するときは、当該裁決を経ないで督促の取

消しの訴えを提起することができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても裁

決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があ

るとき。

第１０号様式１注意中「更正」を「この更正」に、「知事

」を「愛媛県知事」に、「審査の請求」を「審査請求」に

改め、同様式１注意を同様式１注意１とし、同様式１注意

に次のように加える。

２ この更正、決定又は納額告知の取消しの訴えは

、１の審査請求に対する裁決を経た後、その裁決

の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内

に愛媛県を被告として（愛媛県知事が被告の代表

者となります。）提起することができます。ただ

し、次のアからウまでのいずれかに該当するとき

は、当該裁決を経ないで更正、決定又は納額告知

の取消しの訴えを提起することができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても

裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ず

る著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由が

あるとき。

第１０号様式２注意中「更正」を「この更正」に、「知事

」を「愛媛県知事」に、「審査の請求」を「審査請求」に

改め、同様式２注意を同様式２注意１とし、同様式２注意

に次のように加える。

２ この更正、決定又は納額告知の取消しの訴え

は、１の審査請求に対する裁決を経た後、その

裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇

月以内に愛媛県を被告として（愛媛県知事が被

告の代表者となります。）提起することができ

ます。ただし、次のアからウまでのいずれかに

該当するときは、当該裁決を経ないで更正、決

定又は納額告知の取消しの訴えを提起すること

ができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過して

も裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生

ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ

るとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由

があるとき。

第１０号様式３注意中「更正」を「この更正」に、「知事

」を「愛媛県知事」に、「審査の請求」を「審査請求」に

改め、同様式３注意を同様式３注意１とし、同様式３注意

に次のように加える。

２ この更正、決定又は納額告知の取消しの訴え

は、１の審査請求に対する裁決を経た後、その

裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇

月以内に愛媛県を被告として（愛媛県知事が被

告の代表者となります。）提起することができ

ます。ただし、次のアからウまでのいずれかに

該当するときは、当該裁決を経ないで更正、決

定又は納額告知の取消しの訴えを提起すること

ができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過して

も裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生

ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ

るとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由

があるとき。

第１０号様式４注意中「更正」を「この更正」に、「知事

」を「愛媛県知事」に、「審査の請求」を「審査請求」に

改め、同様式４注意を同様式４注意１とし、同様式４注意

に次のように加える。

２ この更正、決定又は納額告知の取消しの訴え

は、１の審査請求に対する裁決を経た後、その

裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇

月以内に愛媛県を被告として（愛媛県知事が被

告の代表者となります。）提起することができ

ます。ただし、次のアからウまでのいずれかに

該当するときは、当該裁決を経ないで更正、決

定又は納額告知の取消しの訴えを提起すること

ができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過して

も裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生

ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ

るとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由

があるとき。

第１０号様式５注意中「更正」を「この更正」に、「知事

」を「愛媛県知事」に、「審査の請求」を「審査請求」に

改め、同様式５注意を同様式５注意１とし、同様式５注意

に次のように加える。

２ この更正、決定又は納額告知の取消しの訴え

は、１の審査請求に対する裁決を経た後、その

裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇

月以内に愛媛県を被告として（愛媛県知事が被

告の代表者となります。）提起することができ

ます。ただし、次のアからウまでのいずれかに

該当するときは、当該裁決を経ないで更正、決

定又は納額告知の取消しの訴えを提起すること

ができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過して

も裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生

ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ

るとき。
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ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由

があるとき。

第１０号様式６注意中「決定」を「この決定」に、「知事

」を「愛媛県知事」に、「審査の請求」を「審査請求」に

改め、同様式６注意を同様式６注意１とし、同様式６注意

に次のように加える。

２ この決定又は納額告知の取消しの訴えは、１の審

査請求に対する裁決を経た後、その裁決の送達を受

けた日の翌日から起算して６箇月以内に愛媛県を被

告として（愛媛県知事が被告の代表者となります。

）提起することができます。ただし、次のアからウ

までのいずれかに該当するときは、当該裁決を経な

いで決定又は納額告知の取消しの訴えを提起するこ

とができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても裁

決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があ

るとき。

第１０号様式７注意中「決定」を「この決定」に、「知事

」を「愛媛県知事」に、「審査の請求」を「審査請求」に

改め、同様式７注意を同様式７注意１とし、同様式７注意

に次のように加える。

２ この決定又は納額告知の取消しの訴えは、１の

審査請求に対する裁決を経た後、その裁決の送達

を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に愛媛

県を被告として（愛媛県知事が被告の代表者とな

ります。）提起することができます。ただし、次

のアからウまでのいずれかに該当するときは、当

該裁決を経ないで決定又は納額告知の取消しの訴

えを提起することができます。

ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても

裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ず

る著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由が

あるとき。

（愛媛県核燃料税条例施行規則の一部改正）

第２条 愛媛県核燃料税条例施行規則（平成１５年愛媛県規則

第６９号）の一部を次のように改正する。

様式第２号（その１）注意中「更正、」を「この更正、

」に、「知事」を「愛媛県知事」に、「異議の申立て」を

「異議申立て」に、「審査の請求」を「審査請求」に改め

、同様式（その１）注意を同様式（その１）注意１とし、

同様式（その１）注意に次のように加える。

２ この更正、決定又は納額告知の取消しの訴えは、

１の異議申立てに対する決定又は審査請求に対する

裁決を経た後、その決定又は裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６箇月以内に愛媛県を被告とし

て（愛媛県知事が被告の代表者となります。）提起

することができます。ただし、次のアからウまでの

いずれかに該当するときは、当該決定又は裁決を経

ないで更正、決定又は納額告知の取消しの訴えを提

起することができます。

ア 異議申立て又は審査請求があった日から３箇月

を経過しても決定又は裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

ウ その他決定又は裁決を経ないことにつき正当な

理由があるとき。

様式第２号（その２）注意中「決定又は」を「この決定

又は」に、「知事」を「愛媛県知事」に、「異議の申立て

」を「異議申立て」に、「審査の請求」を「審査請求」に

改め、同様式（その２）注意を同様式（その２）注意１と

し、同様式（その２）注意に次のように加える。

２ この決定又は納額告知の取消しの訴えは、１の

異議申立てに対する決定又は審査請求に対する裁

決を経た後、その決定又は裁決の送達を受けた日

の翌日から起算して６箇月以内に愛媛県を被告と

して（愛媛県知事が被告の代表者となります。）

提起することができます。ただし、次のアからウ

までのいずれかに該当するときは、当該決定又は

裁決を経ないで決定又は納額告知の取消しの訴え

を提起することができます。

ア 異議申立て又は審査請求があった日から３箇

月を経過しても決定又は裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ず

る著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

ウ その他決定又は裁決を経ないことにつき正当

な理由があるとき。

附 則

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第１２号
愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則

を次のように定める。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する

規則

愛媛県県立高等技術専門校運営規則（昭和３３年愛媛県規則

第５４号）の一部を次のように改正する。

別表愛媛県立新居浜高等技術専門校の部普通職業訓練普通

課程の項中
「 ＯＡビジネス

科
２０人 １年 を削り、同部普

」

通職業訓練短期課程の項中
「
溶 接 科 ３０人 １年

」

「
溶 接 科 ３０人 １年

ＯＡ経理科 ４０人 ６月

を に改め、同表愛媛県立今

」

治高等技術専門校の部普通職業訓練普通課程の項中
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告 示

「 アパレル技術
科

１０人 を
「 服飾ソーイン
グ科

３０人 に、
」 」

「２０人」を「１５人」に改め、同部普通職業訓練短期課程の項

中
「
縫 製 科 ４０人 ６月 を削り、同表愛媛県立松山

」

高等技術専門校の部普通職業訓練普通課程の項中「建築製図

科」を「総合建築科」に改め、同部普通職業訓練短期課程の

項中
「 エクステリア

科
８人 １年 を削り、「６０人」を「

」

４０人」に改め、同表愛媛県立宇和島高等技術専門校の部普通

職業訓練短期課程の項中「２０人」を「１５人」に改める。

附 則

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

�愛媛県告示第６００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、土居町土居土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

天満井手地区）の施行を平成１７年３月１１日認可した。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、宇摩郡土居町天満土地改良区から認可申請のあった

新たな土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排

水）・祇園地区）の施行を平成１７年３月１１日認可した。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、宇摩郡土居町中村土地改良区から認可申請のあった

新たな土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排

水）・番正寺地区）の施行を平成１７年３月１１日認可した。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、土居町上野土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

内の川地区）の施行を平成１７年３月１１日認可した。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、土居町藤原土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

古野揚水地区）の施行を平成１７年３月１１日認可した。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、土居町北野土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・下北野地

区）の施行を平成１７年３月１１日認可した。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、土居町小林土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・小林地区

）の施行を平成１７年３月１１日認可した。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０７号
吉田町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（農

業用用排水施設整備事業・立間地区）の計画の変更は、適当

と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第

４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により

、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・立間地区

）変更計画書の写し

� 吉田町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１７年３月２３日から４月１９日まで

３ 縦覧場所

吉田町役場

�������
�愛媛県告示第６０８号
吉田町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（農

業用道路整備事業・立間地区）の計画の変更は、適当と認め

られるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第

９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次の

とおり関係書類を縦覧に供する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 土地改良事業（農業用道路整備事業・立間地区）変更

計画書の写し

� 吉田町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間
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平成１７年３月２３日から４月１９日まで

３ 縦覧場所

吉田町役場

�������
�愛媛県告示第６０９号
平成１７年３月１１日丹原町土地改良区営基盤整備促進事業来

見地区の換地計画に基づく換地処分があったので、土地改良

法（昭和２４年法律第１９５号）第５４条第４項の規定により公告

する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６１０号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示す

る。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

東温市則之内字和田丸乙１６８２の１、乙１６９０の２、乙１６

９１から乙１７００まで、乙１７０１の１、乙１７０３の１、乙１７０３の

２、乙１７０４、字登りウネ丙８８の３１、字枝谷丙１００、丙１

０２、字北谷丙１０１の１、丙１０１の２、丙１１３、丙１２４の

１、丙１３１の１、字駄馬の谷丙１４０の２、字北谷口丙１

４１、丙１４２

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字和田丸乙１６９６・字枝谷丙１００・字北谷丙１０１の

１・字駄馬の谷丙１４０の２（以上４筆について次の

図に示す部分に限る。）、字和田丸乙１６９７、乙１６９８

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

上浮穴郡久万高原町日野浦４３９６の１、４４３０の１

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

日野浦４３９６の１・４４３０の１（以上２筆について次

の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所

伊予郡双海町大字上灘字船木庚２５０の１、庚２５０の４

、庚２５０の５、庚２５１の１、庚２９８の１、庚２９９の２、

庚３００の２、庚３００の３、庚３０６の１、庚３０７の２、字

葛藪甲３４８７の１、甲３４８７の２

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字船木庚２５０の１・庚２５１の１・庚２９８の１・庚

３００の２（以上４筆について次の図に示す部分に限

る。）、庚２５０の４、庚２５０の５

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

４� 保安林予定森林の所在場所

喜多郡内子町五百木１４３５の１

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

５� 保安林予定森林の所在場所

伊予郡砥部町中野川１３９の３、１３９の６、１４２

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。
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（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及

び関係書類を愛媛県庁並びに東温市役所及び関係町役場に備

え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６１１号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから

、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示

する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

大洲市長浜町下須戒甲６５７、乙２１４の２

２ 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

３ 解除の理由

河川管理施設用地とするため

�������
�愛媛県告示第６１２号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年

法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

今治市宮窪町宮窪３５７６の１０、３６３７の１、字ナクサ１７２４

、字大谷２０４８の１、２０４９、２０５３の１、３１５４から３１５７まで

、３１６１、３１６２、３１６４の１、３１６６、３１７３、３１７４の１、３１７９

の１、３１８０から３１８２まで、３１８３の１、３１９７、７７６７、７７６８

、字臼窪３５７０、３５７１の１、３５７６の１、３６２０から３６３０まで

、３６３３から３６３５まで、３６３６の１、字長川３６１７から３６１９ま

で

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

西宇和郡伊方町河内１０１９の２、１０２７、１０３３、１０３４、１０

４４

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

河内１０１９の２・１０２７（以上２筆について次の図に

示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所

今治市宮窪町宮窪３５７６の１０、３６３７の１、字ナクサ１７２４

、字大谷２０４８の１、２０４９、２０５０、２０５３の１、３１５４から３１

５７まで、３１６１、３１６２、３１６４の１、３１６６、３１７３、３１７４の１

、３１７９の１、３１８０から３１８２まで、３１８３の１、３１９７、７７６７

、７７６８、字臼窪２０５２、３５７０、３５７１の１、３５７６の１、３６２０

から３６３０まで、３６３３から３６３５まで、３６３６の１、字長川３６

１７から３６１９まで

� 指定の目的

公衆の保健

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及

び関係書類を愛媛県庁並びに今治市役所及び伊方町役場に備

え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６１３号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第

２項の規定による届出を審査した結果、次の加入区について

、同法第１１２条第１項の規定による同意があったと認めたの

で、同法第１１２条の２第３項及び漁船損害等補償法施行規則

（昭和２７年農林省令第１８号）第２６条の３の規定により告示す

る。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（西条地方局管内）

川之江加入区 三島加入区 寒川加入区

大島加入区 多喜浜加入区 垣生加入区

新居浜加入区 西条加入区 河原津加入区

（今治地方局管内）

桜井加入区 大浜加入区 来島加入区

渦浦加入区 津倉加入区 伯方加入区

魚島加入区 弓削加入区 岩城生名加入区

関前加入区 波方加入区 小部加入区

大西加入区 菊間加入区
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（松山地方局管内）

浅海加入区 北条加入区 安居島加入区

野忽那加入区 睦月加入区 興居島加入区

堀江加入区 三津加入区 和気加入区

今出加入区
和気・

加入区
太山寺

松前加入区

上灘加入区 下灘加入区

（八幡浜地方局管内）

磯津加入区 川之石加入区 足成加入区

三崎加入区 三瓶湾加入区

（宇和島地方局管内）

明浜加入区 吉田加入区 奥南加入区

北灘加入区 下波加入区 遊子加入区

�淵加入区 戸島第一加入区 戸島第二加入区

日振島加入区 宇和島第一加入区 宇和島第二加入区

宇和島第三加入区 三浦加入区

（宇和島地方局御荘管内）

内海加入区 南内海加入区 東海加入区

深浦加入区 久良加入区 西海加入区

福浦加入区

�������
�愛媛県告示第６１４号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第

１項第１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等

補償法に基づく付保義務の発生（平成１３年３月愛媛県告示第

６２５号）による保険に付すべき義務は、平成１７年３月２１日限

り消滅したので、同条第２項及び漁船損害等補償法施行規則

（昭和２７年農林省令第１８号）第２６条の３の規定により告示す

る。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（西条地方局管内）

川之江加入区 三島加入区 寒川加入区

大島加入区 多喜浜加入区 垣生加入区

新居浜加入区 西条加入区 河原津加入区

（今治地方局管内）

桜井加入区 大浜加入区 来島加入区

渦浦加入区 津倉加入区 伯方加入区

魚島加入区 弓削加入区 岩城生名加入区

関前加入区 波方加入区 小部加入区

大西加入区 菊間加入区

（松山地方局管内）

浅海加入区 北条加入区 安居島加入区

野忽那加入区 睦月加入区 興居島加入区

堀江加入区 三津加入区 和気加入区

今出加入区
和気・

加入区
太山寺

松前加入区

上灘加入区 下灘加入区

（八幡浜地方局管内）

磯津加入区 川之石加入区 足成加入区

三崎加入区 三瓶湾加入区

（宇和島地方局管内）

明浜加入区 吉田加入区 奥南加入区

北灘加入区 下波加入区 遊子加入区

�淵加入区 戸島第一加入区 戸島第二加入区

日振島加入区 宇和島第一加入区 宇和島第二加入区

宇和島第三加入区 三浦加入区

（宇和島地方局御荘管内）

内海加入区 南内海加入区 東海加入区

深浦加入区 久良加入区 西海加入区

福浦加入区

�������
�愛媛県告示第６１５号
河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施

行令（昭和４０年政令第１４号）第４９条の規定により、次のとお

り公示する。

その関係図面は、愛媛県庁及び愛媛県松山地方局建設部に

備え置いて縦覧に供する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 河川の名称

一級河川重信川水系一ヶ谷川

２ 廃川敷地等が生じた年月日

平成１７年３月２２日

３ 廃川敷地等の位置

東温市則之内字一ヶ谷甲２６４６番５から甲２６４５番２地先ま

で

４ 廃川敷地等の種類及び数量

土地（河川管理施設を含む。） １９．４３平方メートル

�������
�愛媛県告示第６１６号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規

定により、次のように埋立てを免許した。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 知事 加戸 守行

松山市北持田町１２２番地

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

八幡浜市字沖新田１５８９番から同市北浜一丁目１５９０番

２５までの地先公有水面

イ 区域

次の１点から４点までを順次直線で結んだ線並びに

４点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ

．＋２．３０メートル）の陸と公有水面との接する線によ

り囲まれた区域

基点（八幡浜市字沖新田１５８３番１の八幡浜港四等三

角点）は、北緯３３度２７分２８．１５１４秒、東経１３２度２５分

５．０７１５秒の地点

１点は、基点から真北３４度４３分１０秒１７３．９８メートル

の地点

２点は、１点から真北３１１度４５分５１秒１０８．０７メート

ルの地点

３点は、２点から真北４１度４５分５２秒２９０．００メートル

の地点

４点は、３点から真北１４９度５８分０５秒４３．５０メート

ルの地点

ウ 面積

２４，９０６．３０平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

八幡浜市字沖新田１５８９番から同市北浜一丁目１５９０番

２５までの地先公有水面及び陸域

イ 区域

次の�点から�点までを順次直線で結んだ線及び�
点と�点を直線で結んだ線により囲まれた区域
基点（八幡浜市字沖新田１５８３番１の八幡浜港四等三

角点）は、北緯３３度２７分２８．１５１４秒、東経１３２度２５分

５．０７１５秒の地点

�点は、基点から真北４１度５７分５４秒１７２．６７メートル
の地点

�点は、�点から真北３１１度４５分５１秒２００．０１メート
ルの地点

�点は、�点から真北４１度４５分５２秒２６５．００メートル
の地点

�点は、�点から真北１３１度４５分５２秒１９．６７メート
ルの地点

�点は、�点から真北５９度５８分０５秒３９．４７メートル
の地点

�点は、�点から真北１４９度５８分０５秒８３．５０メート
ルの地点

�点は、�点から真北１２１度４９分４０秒４８．２１メート
ルの地点

�点は、�点から真北２１４度２６分２６秒２２２．６１メート
ルの地点

ウ 面積

５０，３５０．７５平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地

４ 埋立免許年月日

平成１７年３月９日

�������
�愛媛県告示第６１７号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関

する法律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項及び第８条第

１項の規定に基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂

災害特別警戒区域を指定する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局

砂防課、宇和島地方局建設部及び松野町に備えて一般の縦覧

に供する。）

�愛媛県告示第６１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

中央
（４８４
－	－
２６２６�
）

北宇和
郡松野
町目黒
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

中央
（４８４
－	－
２６２６�
）

北宇和
郡松野
町目黒
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

銅万滝
（４８４
－	－
２６２８�
）

北宇和
郡松野
町目黒
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

銅万滝
（４８４
－	－
２６２８�
）

北宇和
郡松野
町目黒
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

中組Ｂ
（４８４
－	－
２１５�
）

北宇和
郡松野
町目黒
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

中組Ｂ
（４８４
－	－
２１５�
）

北宇和
郡松野
町目黒
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

下国木
谷川
（４８４
－１５１１
）

北宇和
郡松野
町目黒
（次の
図のと
おり）

土石流 下国木
谷川
（４８４
－１５１１
）

北宇和
郡松野
町目黒
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３１２
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�愛媛県告示第６２１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３号第１項の規定

に基づき、大洲都市計画下水道事業大洲公共下水道（大洲市

施行）の事業計画の変更を次のように認可した。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成元年１月２４日

平成２３年３月３１日

２ 事業地

� 収用の部分

愛媛県大洲市

大洲字中島及び字鉄炮町、西大洲字中嶌及び字ヤヲ

、阿蔵字フルカワ、東大洲並びに五郎の地内

� 使用の部分

なし

�愛媛県告示第６１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６２０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６２２号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３

項の規定により告示する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６２３号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更が許可されたので、愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県

規則第４２条）第５条第６項の規定により告示する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市氷見字太兵衛新田甲３５０番３から

同市禎瑞字八幡弐番１４８８番１まで

旧 ４．５～１３．０
１０．０～３９．０

０．６７８
０．７５２

新 １０．０～３９．０ ０．７５２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市氷見字太兵衛新田甲３５０番３から

同市禎瑞字八幡弐番１４８８番１まで
平成１７年３月２２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号 四国中央市金砂町小川山字信生向乙１７３４番１
旧 ７．０～８．４ ０．０２７

新 ７．６～２５．２ ０．０２７

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

伊第
１号

伊予郡中山町大字出渕２番耕地１２０
番地

伊予郡中山町 同町役場、同佐礼谷支所 平成１７年３月１０日

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３１３



平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定

番号

売 り さ ば き 人 変 更 事 項 変更許可

年 月 日住 所 氏 名 又 は 名 称 新 旧

今第
１号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市朝倉北甲３９７番地
今治市朝倉支所

売りさばき人
越智郡朝倉村
売りさばき所
同村役場

平成１７年
１月１６日

今第
２号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市玉川町三反地甲１０番地１
今治市玉川支所

売りさばき人
越智郡玉川町
売りさばき所
同町役場

平成１７年
１月１６日

今第
３号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市波方町樋口甲２５０番地
今治市波方支所

売りさばき人
越智郡波方町
売りさばき所
同町役場

平成１７年
１月１６日

今第
４号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市大西町宮脇甲５０６番地の１
今治市大西支所

売りさばき人
越智郡大西町
売りさばき所
同町役場

平成１７年
１月１６日

今第
５号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市菊間町浜８２２番地
今治市菊間支所

売りさばき人
越智郡菊間町
売りさばき所
同町役場

平成１７年
１月１６日

今第
２４号

松山市南堀端町１番地 株式会社伊予銀行 売りさばき所
今治市菊間町浜５００番地
伊予銀行菊間支店

売りさばき所
越智郡菊間町浜５００番地
伊予銀行菊間支店

平成１７年
１月１６日

今第
１１号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市吉海町八幡１３７番地
今治市吉海支所

売りさばき人
越智郡吉海町
売りさばき所
同町役場

平成１７年
１月１６日

今第
２７号

松山市南堀端町１番地 株式会社伊予銀行 売りさばき所
今治市吉海町幸新田８４番地
伊予銀行吉海支店

売りさばき所
越智郡吉海町大字幸新田８４番地
伊予銀行吉海支店

平成１７年
１月１６日

今第
１２号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市宮窪町宮窪２６６８番地
今治市宮窪支所

売りさばき人
越智郡宮窪町
売りさばき所
同町役場

平成１７年
１月１６日

今第
２８号

松山市南堀端町１番地 株式会社伊予銀行 売りさばき所
今治市宮窪町宮窪２８８１番地
伊予銀行宮窪支店

売りさばき所
越智郡宮窪町大字宮窪２８８１番地
伊予銀行宮窪支店

平成１７年
１月１６日

今第
９号

今治市伯方町木浦甲４６３９番地
１

伯方地区交通安全協会 売りさばき人
今治市伯方町木浦甲４６３９番地１
伯方地区交通安全協会
売りさばき所
今治市伯方町木浦甲４６３９番地１
伯方警察署内

売りさばき人
越智郡伯方町大字木浦甲４６３９番地
１
伯方地区交通安全協会
売りさばき所
越智郡伯方町大字木浦甲４６３９番地
１
伯方警察署内

平成１７年
１月１６日

今第
１３号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市伯方町木浦甲１２３５番地
今治市伯方支所

売りさばき人
越智郡伯方町
売りさばき所
同町役場

平成１７年
１月１６日

今第
２９号

松山市南堀端町１番地 株式会社伊予銀行 売りさばき所
今治市伯方町木浦字樋之口甲１６８１
番地の第２
伊予銀行伯方支店

売りさばき所
越智郡伯方町大字木浦字樋之口甲
１６８１番地の第２
伊予銀行伯方支店

平成１７年
１月１６日

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３１４



公 告

人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則７－１００５
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。

平成１７年３月２２日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改

正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委

員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

別表第１０ １ 行政職給料表級別職務区分表７級の部警察

の事務部局の項職務の級区分欄の級に含まれる職の欄中「隊

長補佐」を
「隊長補佐

課付（７級）又はこれに相当する室付若しくは

に改め、同表８級の部警察の事務部局の項同欄中
「管

署付」 調

「部付（８級）

理官（８級）
総務室付（８級）

査官（８級）」
を 管理官（８級）

調査官（８級）

課付（８級）又はこれに相当する室付若

に改め、同表９級の部警察の事務部局の項同欄

しくは署付」

「参事

中「参事」を 部付（９級） に改める。

総務室付（９級）」

別表第１０ ２ 公安職給料表級別職務区分表７級の項職務

の級区分欄の級に含まれる職の欄中「若しくは教官」を「、

教官、課付、室付、隊付若しくは署付」に改め、同表８級の

「本部課長（８級）

項同欄中「本部課長（８級）」を 部付（８級） に、

総務室付（８級）」

「指導官」を
「指導官

課付（８級）又はこれに相当する室付、隊付

に改め、同表９級の項同欄中「参事官（９級
若しくは署付」

「参事官（９級）

）」を 部付（９級） に改め、同表１０級の項同欄中「

総務室付（９級）」

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１７年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

今第
１５号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市上浦町井口６６０５番地
今治市上浦支所

売りさばき人
越智郡上浦町
売りさばき所
同町役場

平成１７年
１月１６日

今第
１４号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市大三島町宮浦５７０８番地
今治市大三島支所

売りさばき人
越智郡大三島町
売りさばき所
同町役場

平成１７年
１月１６日

今第
３０号

松山市南堀端町１番地 株式会社伊予銀行 売りさばき所
今治市大三島町宮浦５４０２番地
伊予銀行宮浦支店

売りさばき所
越智郡大三島町大字宮浦５４０２番地
伊予銀行宮浦支店

平成１７年
１月１６日

今第
１６号

今治市別宮町一丁目４番地１今治市 売りさばき人
今治市
売りさばき所
今治市関前岡村甲７３２番地
今治市関前支所

売りさばき人
越智郡関前村
売りさばき所
同村役場

平成１７年
１月１６日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１７年３月１１日 ＮＰＯ法人
リラックスケアサポート 宗 雪 義 正 今治市玉川町大字三反地甲７４番

地
この法人は、認定介護者または高齢者に対
して、介護に関する事業を行い、高齢者の
食生活の背景を理解し、高齢者に食事への
関心を持って頂くアプローチを進めると共
に、介護サービスを通じて、それらを実践
していき、地域及び介護家庭に寄与するこ
とを目的とする。

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号
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公安委員会規則

「参事官（１０級）

参事官（１０級）」を 部付（１０級） に改める。

総務室付（１０級）」

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第２号
古物営業法施行細則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１７年３月２２日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

古物営業法施行細則の一部を改正する規則

古物営業法施行細則（平成１５年愛媛県公安委員会規則第１３

号）の一部を次のように改正する。

第３条の表３の項の次に次のように加える。

４ 施行規則第２４条第１項の書
面

承認通知書（様式第
４号）

５ 施行規則第２４条第２項の書
面

不承認通知書（様式
第５号）

第４条の表１の項右欄の欄中「様式第４号」を「様式第６

号」に改め、同表２の項同欄中「様式第５号」を「様式第７

号」に改め、同表３の項同欄中「様式第６号」を「様式第８

号」に改め、同表４の項同欄中「様式第７号」を「様式第９

号」に改め、同表５の項同欄中「様式第８号」を「様式第１０

号」に改め、同表６の項同欄中「様式第９号」を「様式第１１

号」に改め、同表７の項同欄中「様式第１０号」を「様式第１２

号」に改め、同表８の項同欄中「様式第１１号」を「様式第１３

号」に改め、同表９の項同欄中「様式第１２号」を「様式第１４

号」に改め、同表１０の項を次のように改める。

１０ 施行規則第２５条第５項の規
定による認可の通知

認可通知書（様式第
１５号）

１１ 施行規則第２６条第３項の規
定による報告又は資料の提
出要求

報告・資料提出要求
書（様式第１６号）

１２ 施行規則第２７条の規定によ
る是正又は改善の勧告

是正・改善勧告書（
様式第１７号）

１３ 施行規則第２９条第１項の規
定による承認の取消し

承認取消通知書（様
式第１８号）

１４ 規程第５条の規定による資
料の提出要求

資料提出要求書（様
式第１９号）

第５条中「様式第１４号」を「様式第２０号」に改める。

第６条中「様式第１５号」を「様式第２１号」に改める。

様式第１５号を様式第２１号とし、様式第１４号を様式第２０号と

し、様式第１３号を様式第１９号とし、様式第１２号を様式第１４号

とし、同様式の次に次の４様式を加える。

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３１６



様式第１５号（第４条関係）

公委 第 号
年 月 日

認 可 通 知 書

住所又は居所

氏名又は名称 殿

愛 媛 県 公 安 委 員 会 �

業務規程
の変更については、古物営業法施行規則第２５条第５項の規定により認

情報管理規程

可したので通知する。

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３１７



様式第１６号（第４条関係）

公委 第 号
年 月 日

報 告 ・ 資 料 提 出 要 求 書

住所又は居所

氏名又は名称 殿

愛 媛 県 公 安 委 員 会 �

報 告
古物営業法施行規則第２６条第３項の規定により、次のとおり を求める。

資料提出

報 告
を求める事項

資料提出

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３１８



様式第１７号（第４条関係）

公委 第 号
年 月 日

是 正 ・ 改 善 勧 告 書

住所又は居所

氏名又は名称 殿

愛 媛 県 公 安 委 員 会 �

是正
古物営業法施行規則第２７条の規定により、 のため必要な措置をとるべきことを

改善

勧告する。

理 由

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３１９



様式第１８号（第４条関係）

公委 第 号
年 月 日

承 認 取 消 通 知 書

住所又は居所

氏名又は名称 殿

愛 媛 県 公 安 委 員 会 �

古物営業法施行規則第２９条第１項の規定により、盗品売買等防止団体に係る承認を

取り消したので通知する。

理 由

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３２０



様式第１１号を様式第１３号とし、様式第４号から様式第１０号

までを２様式ずつ繰り下げ、様式第３号の次に次の２様式を

加える。

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３２１



様式第４号（第３条関係）

公委 第 号
年 月 日

承 認 通 知 書

住所又は居所

氏名又は名称 殿

愛 媛 県 公 安 委 員 会 �

年 月 日付けで申請のあった盗品売買等防止団体に係る承

認については、古物営業法施行規則第２３条の規定により承認したので通知する。

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３２２



様式第５号（第３条関係）

公委 第 号
年 月 日

不 承 認 通 知 書

住所又は居所

氏名又は名称 殿

愛 媛 県 公 安 委 員 会 �

年 月 日付けで申請のあった盗品売買等防止団体に係る承

認については、次の理由により承認しないので通知する。

理 由

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３２３



公安委員会告示

附 則 この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公安委員会告示第６号
道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第１０８条の３２の２第１項の規定により、平成１７年３月１１日次のとおり運転免許取得者

教育の認定をしたので、同条第２項の規定に基づき、公示する。

平成１７年３月２２日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

運転免許取得者教育を行う者 運転免許取得者教育に使用する施設 運 転 免 許 取 得 者 教 育 の
課 程 の 区 分 及 び 名 称名 称 代表者の氏名 住 所 名 称 所 在 地

社団法人宇摩交通安全
協会 星川 一冶 四国中央市三島中

央五丁目４番２０号 宇摩自動車教習所
四国中央市川之江
町４０８７番地３０

第７号課程 二輪車二人乗り習熟課程

第８号課程 高速安全運転教育

第８号課程 四輪習熟運転教育

第８号課程 二輪習熟運転教育
東予交通株式会社 桂 利夫 四国中央市具定町

６６０番地 四国中央自動車学校 四国中央市具定町
６６０番地

中央自動車工業株式会
社 秋月 眞孝 新居浜市清水町１２

番９４号 中央新居浜自動車学校 新居浜市清水町１２番９４号

株式会社新居浜自動車
教習所 桑原 征一 新居浜市萩生２７５０

番地 新居浜自動車教習所 新居浜市萩生２７５０
番地

株式会社西条ドライビ
ングスクール 中村 忠司 西条市石田２８４番

地
西条ドライビングスク
ール

西条市石田２８４番
地

今治産業交通株式会社 渡邉 一志 今治市東村南一丁
目１番１号 今治自動車教習所 今治市東村南一丁

目１番１号

今治交通株式会社 阿部精次郎 今治市小泉五丁目
１１番２１号 今治中央自動車教習所 今治市小泉五丁目１１番２１号

波止浜興産株式会社 矢野 精一 今治市内堀一丁目
１番２５号

波止浜興産自動車教習
所

今治市内堀二丁目
１番１５号

愛媛自動車興業有限会
社 増田 徹也 松山市吉藤二丁目

２番３８号 愛媛自動車学校 松山市吉藤二丁目
２番３８号

株式会社城西自動車学
校 岡 豊 松山市中央一丁目

１番４１号 城西自動車学校 松山市中央一丁目
１番４１号

株式会社石原自動車教
習所 石原 実 松山市空港通四丁

目８番１２号 石原自動車教習所 松山市空港通四丁
目８番１２号

株式会社第一自動車練
習所 和泉由紀夫 松山市朝生田町四

丁目４番３２号 第一自動車教習所 松山市朝生田町四
丁目４番３２号

あいしょく開発株式会
社 清水 麻美 東温市野田二丁目

１１番地１
あいしょくドライビン
グスクール

東温市野田二丁目
１１番地１

有限会社上浮穴自動車
教習所 上岡 義幸

上浮穴郡久万高原
町上野尻甲６８５番
地

上浮穴自動車教習所
上浮穴郡久万高原
町上野尻甲６８５番
地

有限会社永井産業 永井 通康 大洲市新谷甲１１７７
番地 大洲自動車教習所 大洲市新谷甲１１７７

番地

株式会社八幡浜自動車
教習所 村井 英治

西宇和郡保内町宮
内１番耕地１８２番
地の１

八幡浜自動車教習所
西宇和郡保内町宮
内１番耕地１８２番
地の１

株式会社オキノ 沖野 一 西予市宇和町上松
葉３２５番地 宇和自動車教習所 西予市宇和町上松

葉４２０番地

宇和島自動車株式会社 山下 昌宏 宇和島市錦町３番
２２号 宇和島自動車学校 宇和島市伊吹町９６

８番地１

有限会社永井産業 永井 通康 大洲市新谷甲１１７７
番地

交安ドライビングスク
ール

宇和島市伊吹町小
倉１４２１番地

社団法人南宇和交通安
全協会 前田アイ子 南宇和郡愛南町御

荘平城２９８２番地２ 南宇和自動車教習所
南宇和郡愛南町城
辺甲５３１番地

注 この表において「第７号課程」とは運転免許取得者教育の認定に関する規則（平成１２年国家公安委員会規則第４号）第１条第７号に掲げる課
程を、「第８号課程」とは同条第８号に掲げる課程をいう。

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３２４



選挙管理委員会告示

任 免 辞 令

�愛媛県選挙管理委員会告示第２８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方

教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第８条第１項の規定による直接請求の要件となるべき選

挙権を有する者の数は、次のとおりである。

平成１７年３月２２日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件とな

るべき選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，２１４，１０７

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２４，２８３

� ４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３

分の１を乗じて得た数とを合算して得た数 ２６９，０１８

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する

者の数

�任免辞令
２月１５日

愛媛県技術吏員 白 石 憲 二

死亡

選 挙 区 別 選挙権を有する者
の総数

同左の３分の１の数（松山
市選挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６分の
１を乗じて得た数と４０万に
３分の１を乗じて得た数と
を合算して得た数）

松 山 市 ４１２，２５４ １３５，３７６

今治市・越智郡 １５４，０１９ ５１，３４０

宇 和 島 市 ４９，３８９ １６，４６３

八 幡 浜 市 ２６，２７５ ８，７５９

新 居 浜 市 １０３，４６５ ３４，４８９

西 条 市 ９３，７８８ ３１，２６３

大 洲 市 ３０，８５５ １０，２８５

伊 予 市 ２４，８１７ ８，２７３

四 国 中 央 市 ７７，１６９ ２５，７２３

西 予 市 ３８，８５３ １２，９５１

東 温 市 ２７，７０９ ９，２３７

上 浮 穴 郡 １３，１７４ ４，３９２

伊 予 郡 ５２，０４１ １７，３４７

喜 多 郡 ２５，０８８ ８，３６３

西 宇 和 郡 １９，７８７ ６，５９６

北 宇 和 郡 ４１，８６７ １３，９５６

南 宇 和 郡 ２３，５５７ ７，８５３

愛 媛 県 報平成１７年３月２２日 第１６４３号

３２５
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